
防災・減災に向けた
国土地理院の取り組み

平成28年１月28日

越 智 繁 雄

第13回北海道測量技術講演会
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内 容
• 国土地理院の役割

• 国土地理院の重点的取組
• 測る、描く、防ぐ
• 広報活動強化のためのリーディング・プロジェクト

• 国土地理院における災害対応
• 法律（災害対策基本法）における位置づけ
• 火山・地震の調査観測体制
• 最近の災害対応（関東･東北豪雨、箱根山、口永良部島）
• DiMAPS（統合災害情報システム）

• 地理空間情報を活用いただくための取組
• 地理院地図のメリット
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Environment

電子基準点
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降水予測
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準天頂衛星

測位衛星

測位衛星

陸域観測技術衛星

財産・
所有権

教育

資源開発

安全・安心への貢献
・地震、火山、水害等

への対応
・地殻変動の監視
・災害地形の調査 など

国民の豊かな生活への貢献
・施設の建設・維持管理
・土地の境界の測量
・都市計画 など

産業の発展への貢献
・移動支援（人や物の

移動経路の選定の支援）
・観光
・農業
・資源開発 など 地図と測量における国土地理院の役割

国土地理院は、基準の決定・確立、すなわち
1) 世界の中での日本の原点をVLBIで決定し
2) 基準点により経度・緯度・高さ（測地基準

系）及び地殻変動を明らかにし
3) 基準となる正確な地図を作成し
4) 国土の現状と変化を把握・記録・公開し
5) 関連する技術支援・調査研究の実施を通じて
地理空間情報の活用を推進します。

VLBI：Very Long Baseline Interferometry
（超長基線電波干渉法）
数十億光年離れた星からの電波を観測して，
地球上の位置と地球自体の姿勢を決定する技
術。
GPS等の精度向上やうるう秒の挿入など
にも利用。

測量用航空機

30°

土地利用
都市計画

地
図
と
測
量
は
社
会
の
あ
ら
ゆ
る
場
面
で
役
立
っ
て
い
ま
す

地磁気：磁気コンパスにより方位
決定するもので、スマホやカーナ
ビでも利用されています。

重力：高さの決定に
重力分布測定の結果
が用いられます。

世界中の
VLBI

世界中の
VLBI

測量・地図の役割
教育・歴史・文化への貢献
・地理教育（教材作成等）
・土地の変遷の把握
・遺跡調査 など
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i-Construction

一人一人の生産性を向上させ、企業の経営環境を改善
建設現場に携わる人の賃金の水準の向上を図るなど魅力ある建設現場に
死亡事故ゼロを目指し、安全性が飛躍的に向上

規格の標準化
• 寸法等の規格の標準化された部材の拡大

施工時期の平準化
• ２カ年国債の適正な設定等により、年
間を通じた工事件数の平準化

プロセス全体の最適化へ

i-Constructionの目指すもの

プロセス全体の最適化

今こそ生産性向上のチャンス

労働力過剰を背景とした生産性の低迷
• バブル崩壊後、建設投資が労働者の減少を上回って、ほぼ一貫して労働力過
剰となり、省力化につながる建設現場の生産性向上が見送られてきた。

生産性向上が遅れている土工等の建設現場
• トンネルなどは、約５０年間で生産性を最大１０倍に向上。一方、土工やコンク
リート工などは、改善の余地が残っている。（土工とコンクリート工で直轄工事
の全技能労働者の約４割が占める）（生産性は、対米比で約８割）

依然として多い建設現場の労働災害
• 全産業と比べて、２倍の死傷事故率（年間労働者の約0.5%（全産業約0.25%））

予想される労働力不足
• 技能労働者約340万人のうち、約110万人の高齢者が10年間で離職の予想

• 労働力過剰時代から労働力不足時代への変化が起こりつつある。
• 建設業界の世間からの評価が回復および安定的な経営環境が実現し始めている今こそ、抜本的な生産性向上に取り組む大きなチャンス

ＩＣＴ技術の全面的な活用
• 測量・設計から施工・検査、さらには維持管理・更新までの全ての
プロセスにおいてICT技術を導入

従来：施工段階の一部
今後：調査・設計から施工・検査、さらには維持管理・更新まで
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建設現場における生産性の現状

○土工とコンクリート工で直轄工事の全技能労
働者の約４割を占める。

○土木工事における生産性の変遷

■ トンネル工事

出典：日本建設業連合会 建設イノベーション

トンネル１mあたりに要する作業員数の比較
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長野新幹線
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近年の新幹線

（H22年）

山岳トンネルの場合

■土工 ■コンクリート工
コンクリートポンプ車打設工（鉄筋構造物）
の場合

盛り土法面整形工（粘土・粘土質）の場合

１０００ｍ２あたりに要する作業員数 １００ｍ３あたりに要する作業員数

○我が国の産業別の労働生産性水準

○建設現場における工種別技能労働者の割合

H２４国土交通省発注工事実績

「機械土工・舗装関連」及
び「現場打ちコンクリート
関連」で全体の約40%

○建設産業では約８割程度の水準（対米比）。

○トンネルは、約５０年間で生産性を１０倍に向
上。一方、土工やコンクリート工などは、生産
性向上の遅れた部分が残っている。

生産性 １０倍

生産性 横ばい 生産性 横ばい

我が国の産業別の労働生産性水準（対米国比、米国＝100）（出典：通商白書2013）

建
設

80.4

標準歩掛より算出
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3%
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ICT技術の全面的な活用（土工）

測量

発注者

OK

設計・
施工計画

施工 検査i-Construction

設計図に合わ
せ丁張り設置

検測と施工を繰
り返して整形

丁張りに合わせ
て施工

③ICT建設機械による
施工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる
設計・施工計画

ドローン等による写真測量等によ
り、短時間で面的（高密度）な３次
元測量を実施。

３次元測量データ
（現況地形）と設計図
面との差分から、施
工量（切り土、盛り土
量）を自動算出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、
建設現場のIoT（※）を実施。

ドローン等による３次元測
量を活用した検査等によ
り、出来形の書類が不要と
なり、検査項目が半減。

測量
設計・
施工計画

検査従来方法

測量の実施

平面図 縦断図

横断図
設計図から施工
土量を算出

施工

① ②

③

④

※IoT（Internet of Things）とは、様々なモノにセ
ンサーなどが付され、ネットワークにつながる
状態のこと。

３次元設計データ等
を通信

これまでの情報化施工
の部分的試行

・重機の日当たり
施工量約1.5倍
・作業員 約1/3

３次元
データ作成

２次元
データ作成

書類による検査
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規格の標準化（コンクリート工）

鉄筋組立 生コン打設型枠設置 脱型

（例）鉄筋をプレハブ化、型枠をプレキャスト化することにより、型枠設置作業等をなくし施工

○効率的な工法による省力化、工期短縮（施工）

（例）各部材の規格（サイズ）を標準化し、定型部材を組み合わせて施工

クレーンで設置

脱型不要鉄筋、型枠の
高所作業なし

中詰めコン打設

©大林組

©三井住友建設

従来方法

現場打ちの効率化

ラーメン構造の高架橋の例

プレキャストの進化
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施工時期の平準化

平
準
化

＜受注者＞
・繁忙期は監理技術者が不足
・閑散期は人材・機材が遊休

＜受注者＞
・人材・機材の効率的配置

＜発注者＞
・監督・検査が年度末に集中

＜技能者＞
・閑散期は仕事がない
・収入不安定
・繁忙期は休暇取得困難

発注前倒し

＜発注者＞
・計画的な業務遂行

＜技能者＞
・収入安定
・週休二日

（月）（月）

○２カ年国債の活用等により、４～６月の閑散期、年度末の繁忙期を解消し、資機材・人材の

効率的な活用を図ると共に、労働環境の改善を図る。

（工事件数）（工事件数）
閑散期 繁忙期

平準化のイメージ

（i-Construction）（現状）
現状の工事件数

平準化された工事件数
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建設現場の生産性向上検討委員会

（有識者委員）
小澤 一雅 東京大学大学院工学系研究科教授
小宮山 宏 (株) 三菱総合研究所理事長
建山 和由 立命館大学理工学部教授
田中 里沙 (株)宣伝会議取締役副社長兼編集室長
冨山 和彦 (株)経営共創基盤代表取締役ＣＥＯ
藤沢 久美 シンクタンク・ソフィアバンク代表

※ ５０音順、敬称略

（オブザーバー）
日本建設業連合会など

委 員

①基本方針（ICTの導入、規格の標準化 など） ②推進方策

検討内容

第１回委員会開催（平成27年12月15日開催）
年度内 とりまとめ

開催スケジュール
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公共測量における小型無人機の利用検討について（１）

公共測量とは

公共測量の実施方法

国や地方公共団体が費用を負担して実施する測量 （測量法第５条）

国・地方公共団体

（測量計画機関）

国・地方公共団体

（測量計画機関）

民間測量会社

（測量作業機関）

民間測量会社

（測量作業機関）

民間測量会社に
委託して実施

道路、橋、ダム等の
インフラ整備・管理

都市計画の策定

防災、災害対応

国土の管理や
保全のために
様々な場面で
実施

測量の結果は、社会の中で様々な場面で
利用されることから、精度の確保が重要

従来の測量機器やGPSを利用した現地測量

有人航空機を利用した空中写真測量

• 比較的狭い範囲の図面整備

• 手作業が多く、時間がかかる

• 広範囲の地図作成に効果的

• 機械経費が巨大

測量手法

広域でない
現地測量等
においては

小型無人機が利用可能

必要な時に、容易に空中写真を撮影

自動処理等、測量の省力化に貢献

小回りが利く

狭い範囲でスケール
メリットが利く

機械経費がかからないので
コストダウン

生産性の向上
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小型無人機の測量への利用

精度管理

公共測量における小型無人機の利用検討について（２）

公共測量の精度を確保する
ため、測量方法や使用機
器、作業手順等を規定

・奈良県香芝市
→地形図の作成
・兵庫県西宮市
→道路台帳の修正

一部の自治体における
作業で特例として実施

小型無人機を利用した測量は規定
されておらず、現在は通常の
公共測量には利用が難しい

小型無人機を利用した空中写真測量の
作業工程や精度管理方法を検討

・作業効率や安全性
の向上
・設計変更にも
迅速に対応可能

・局所的な修正
作業の効率化
・地図更新がより
迅速に

改定に向けた
有識者による検討会の開催

災害時にも活用

地図データの修正

・災害現場等の立ち入りが困難な
場所の現況把握
・崩壊土量の算出

＜作業規程の準則＞

有識者による検討会の実施

作業規程の準則の改定

・図面作成：現地測量（地形）、写真測量、用地測量
のための現況把握、地図データの修正

・工事関係： 設計資料、土量算出、施設点検、
進捗・完成写真撮影

・その他： 環境・生態調査、文化財調査、景観、
森林調査、圃場調査

利用促進

道路台帳図

民間測量会社539社中155社（29％）が
小型無人機を保有（国土地理院調べ）
民間測量会社539社中155社（29％）が
小型無人機を保有（国土地理院調べ）

工事関係
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公共測量における小型無人機の利用検討について（３）

• 国や地方公共団体等が実施する公共測量に最適化した安全基準（案）の作成
• 公共測量を実施する関係機関（民間測量会社、地方公共団体等）への周知

航空法の改正、航空法施行規則の改正

「無人航空機の飛行に関する許可・承認の申請・審査要領」の制定

（参考）2015年5月に（一社）日本写真
測量学会が、小型無人機の安全運航
に関する手引きを公開
• 測量会社が定める安全基準のひな型
• 道路工事等の局地的範囲の測量を想定
※一般社団法人日本写真測量学会HP

http://www.jsprs.jp/
以下の取組を進める

既存の手引きや測量分野
での利用実態等を参考

操作技術と安全管理

当面のスケジュール
2015年12月～2016年2月

• 作業規程の準則について、外部有識者による検討委員会

2016年3月目途
• 小型無人機を用いた公共測量技術マニュアルの作成

小型無人機を用いた数値地形図データ作成に関する検討のとりまとめ

小型無人機を用いた写真地図データ作成に関する検討のとりまとめ

• 安全運航のための基準（案）の作成
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国土地理院の重点的取組 G・K・K

技術(G)
技術力を磨き、より実践的な技術
として昇華させる

広報(K)
国民に地図作りの素晴らしさ、大
切さを知ってもらう

教育(K)
地理教育・防災教育により、次の
世代により良い国土、健全な国土
をしっかりと引き継いでいく
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測る

国土地理院の役割
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描く

国土地理院の役割
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防ぐ

国土地理院の役割
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広報活動強化のためのリーディング・プロジェクト

国土地理院は、国土管理、地域の安心・安全、新しい仕事の
創生と生活の利便に今や欠かすことができない測量・地理空間
情報の重要性を広報するため、広報戦略を策定し、これに基づ
きリーディング・プロジェクトを開始します。

「G（技術）・K（広報）・K（教育）」プロジェクト：
広報・教育両面から将来の技術者づくり

◆電子基準点を設置している学校への出前授業
電子基準点が設置されている全国の学校に対し、電子基準点の維持やその他の

仕事で、対象の学校又はその近くを訪問する際に、電子基準点の役割、測量・地
理空間情報の大切さを出前授業で児童・生徒に伝えます。
◆インターンシップの促進

学会等と連携して、学会の会場や国土地理院に併設されている地図と測量の科
学館（茨城県つくば市）での学生を対象としたインターンシップ（サマースクー
ル）の開催を検討し、実現します。
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ストック有効活用プロジェクト：
国土地理院の組織、施設等を積極活用

◆地図と測量の科学館の積極活用
地図や測量の役割を誰もが楽しみながら体験できる施設としての機能を充分に果たすため

に、展示内容の更新・改善を図ります。さらに、地理・地図・防災教育 の場、国土地理院の業
務内容を説明する場として、教育関係機関等と連携しサイエンスツアーを実施します。
◆地元と連携した広報プロジェクト
国土地理院本院や地方測量部等（全国10ヶ所）が立地する地元の自治体、教育機関等と連携

して広報プロジェクトを実施します。例えば、平成26年にVLBIアンテナが設置された石岡測地
観測局（茨城県石岡市）を活用し、 茨城県や石岡市と連携して見学用設備の整備や公開イベン
トの準備を進めます。

基盤プロジェクト：
職員の能力を高め、共通認識のもとで広報

◆国土地理院の仕事のアピールポイントをまとめた資料を活用
国土地理院の仕事のアピールポイントをまとめた資料を、幹部をはじめ職員全員が機会を捉

えて仕事で接する方々に配り、わかりやすく説明します。
◆広報パーソンの育成

広報の達人を育成します。またプレゼンの組織的な能力向上を図ります。

広報活動を強化するためのリーディング・プロジェクト
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災害対策基本法に基づく指定行政機関

指定行政機関（災害対策基本法第2条第3号）

内閣の統轄下にある行政機関である、内閣府、省、委員会、庁、
審議会等、施設等機関及び特別の機関のうち、内閣総理大臣が
指定するもの

国土地理院は平成１３年１月の中央省庁再編を機に指定

（平成12年12月15日総理府告示第62号）

現在、下記の２４機関が指定

内閣府、国家公安委員会、警察庁、金融庁、消費者庁、総務省、消防庁、
法務省、外務省、財務省、文部科学省、文化庁、厚生労働省、農林水産省、
経済産業省、資源エネルギー庁、中小企業庁、国土交通省、国土地理院、
気象庁、海上保安庁、環境省、原子力規制委員会、防衛省

指定地方行政機関（災害対策基本法第２条第4号）
国土地理院地方測量部及び沖縄支所は、平成27年4月1日指定

（平成27年4月1日総理府告示第52号）
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文部科学省 科学技術・学術審議会
測地学分科会火山部会

内閣府（防災担当）

火山噴火予知連絡会
（事務局 気象庁）

内閣府（防災）ウェブサイトを基に一部修正
http://www.bousai.go.jp/kazan/taisaku/k403.htm

独立行政法人
防災科学技術研究所

傾斜観測、地震観測、地球化学的観
測、航空機搭載赤外映像装置の開発
等

大学
各種観測による火山噴火予知理論確
立のための基礎研究

独立行政法人
産業技術総合研究所

短距離水準網測量、地下水位・水質・
水温観測、火山ガス観測、伸縮観測

海上保安庁海洋情報部
航空機による海底火山・火山島の映像
測定・温度測定等

気象庁
震動観測（火山性地震・微動等）、傾斜
観測、地磁気観測、遠望観測（噴煙
等）、現地観測（噴気温・噴出物等）

国土地理院
GNSS、SAR干渉解析等による
地殻変動観測、絶対重力観
測、地形測量等

火山の観測研究体制

連絡 連絡
調整

関係省庁

情報交換

情報交換

建議に基づき参加
「災害の軽減に貢献する地震･火山観測研究計画の推進について」(平成26年)

観測要求

データ提供
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